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横浜市水道局電気工作物保安規程取扱要領 
 

制  定 平成 15 年 11 月 14 日 

最近改正 平成 28 年 ４月 １日 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、横浜市水道局電気工作物保安規程（平成 15 年 11 月水道局達第 10 号。以下「規

程」という。）、横浜市水道局電気工作物保安規程実施要綱（以下「要綱」という。）の運用並に手続き

について必要な事項を定める。 

(保安管理組織) 

第２条 保安管理組織について、規程では別に定めることとし、その詳細は要綱別表第 1のとおりとす

る。 

(主任技術者の選任) 

第３条 主任技術者の選任範囲及び所掌事務について、規程では別に定めることとし、その詳細は要綱

第 3条のとおりとする。 

（使用前自主検査） 

第４条 使用前自主検査については、規程では別に定めることとし、その詳細は要綱別表第 2のとおり

とする。 

(巡視、点検、測定等) 

第５条 巡視、点検、測定の基準は、規程では別に定めることとし、その詳細は要綱別表第 3のとおり

とする。 

（電気主任） 

第６条 水道事業管理者は、主任技術者の職務を補佐するものとして、原則として法令で定める資格を

有する者から、電気主任を選任する。なお、電気主任の職務の範囲等は、具体的に横浜市水道局電気

工作物保安規程施行細則（以下「細則」という。）に定めるものとする。 

（規程改正） 

第７条 規程改正の手続きは次のとおりとする。 

(1) 事務局で規程改正の伺いを起案する。 

(2) 規程改正の伺いは、総括管理者に合議する。 

(3) 事務局は、関係官庁に届出をする。 

(要綱改正) 

第８条 要綱改正の手続きは次のとおりとする。 

(1) 組織名称変更、施設所管変更、改廃、施設増、主任技術者選任範囲、所掌事務及び巡視、点検、

測定基準の変更は、事務局で要綱改正の伺いを起案し、総括管理者と合議し決裁後、関係官庁に届

け出る。 

(2) 要綱の改正があった場合は事務局から施設管理者に周知する。 

（要領改正） 

第９条 この要領改正の手続きは次のとおりとする。 

(1) 電気主任会議で改正案を決議し、事務局が要領改正の伺いを起案する。 

(2) 総括管理者と合議し決裁後、関係官庁に届出る。 

(3) この要領の改正があった場合は事務局から施設管理者に周知する。 

（主任技術者の選任・解任） 
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第１０条  主任技術者の選任・解任についての手続きは次のとおりとする。 

(1) 人事異動等による主任技術者の選任・解任は、事務局が人事課に報告する。 

(2) 主任技術者は、速やかに主任技術者を関係官庁に届出し、届出済の写しを保管する。 

（電気主任の選任・解任） 

第１１条 電気主任の選任・解任についての手続きは前条と同様とする。 

（自家用施設現況一覧表） 

第１２条 主任技術者は主任技術者、電気主任、電気工作物を有する施設の名称、所在地、施設概要等

を明らかにした別途定める様式による一覧表を作成し、関係官庁に届出る。 

２ 主任技術者は、提出した一覧表の記載事項に変更等がある場合は、次によりその処理を行う。 

(1)  一覧表記載事項のうち、その記載事項の変更等が法令に定める手続きを必要とするものにあっ

ては、直ちに、法令に定める手続きをすると同時に、その記載事項の変更等を行う。 

(2)  上記以外のものにあっては、適宜、その記載事項の変更等を行う。 

（規程等の運用管理） 

第１３条 規程、要綱、要領等の運用管理は別に定める事務局が行う。事務局は細則に定める。 

（委任） 

第１４条 この要領に定めるもののほか、この要領の施行に必要な事項は、主任技術者が総括管理者と

協議してこれを定める。 

 

附 則 

この要領は、平成 15 年 11 月 14 日から実施する。 

附 則 

この要領は、平成 19 年 11 月 30 日から実施する。 

附 則 

この要領は、平成 21 年９月 25 日から実施する。 

附 則 

この要領は、平成 22 年４月１日から実施する。 

附 則 

この要領は、平成 23 年５月１日から実施する。 

附 則 

この要領は、平成 23 年 11 月 28 日から実施する。 

附 則 

この要領は、平成 28 年４月 1日から実施する。 

 

 

・資料・・・・・横浜市水道局自家用施設現況一覧表（別紙参照） 

                横浜市水道局移動用電気工作物現況一覧表（別紙参照） 


